


この方針は「鳥取県人権尊重の社会づくり条例」に基づき策定する人権施策の基本となるべき方針で、

３つの基本理念を掲げ、県の人権施策の中・⾧期的な方向性を示すものです。

人権尊重の基本理念

社会情勢等を踏まえ、

の実現のため、以下の３つの基本
理念を掲げ、様々な施策を総合的に展開していきます。

①一人ひとりが自己決定権に基づいて個性と能力を発揮(自己実現）

する公平な機会が保障された社会の構築

②人権侵害、差別をもたらす社会的要因の解消と一人ひとりの人権尊重意

識の高揚

③すべての人の尊厳と社会参加が保障され、等しく社会の一員として

尊重される社会の実現

※基本方針はおおむね
５年後の令和８（２０
２６）年を目途に見直
す。



〇条例の改正施行（令和３

年４月）

人種、国籍、民族、信条、
年齢、性別、性的指向、性
自認、障がい、感染症等の
病気、職業、被差別部落の
出身であることその他の事
由を理由とする差別行為
（インターネットを通じて
行う行為を含む）を禁止す
る「鳥取県人権尊重の社会
づくり条例」を改正、施行
し、人権が尊重される社会
づくりを一層促進すること
としました。

県では、SDGs の理念を踏まえた人権施策の推進とインターネットやSNSの発達、新型コロナウイルス

感染拡大など複雑化・多様化する人権問題に対応するため、人権施策基本方針を改訂しました。

令和３年４月に行った「鳥取県人権尊重の社会づくり条例」の改正に基づき構成を見直しました。
第1章 基本的な考え方 第2章 人権教育・人権啓発の推進

第3章 （新）差別実態の解消に向けた施策 第4章 （新）相談支援体制の充実

第5章 （新）人権施策の推進に資する調査 第6章 （新）共通して取り組む重要施策

第７章 分野別施策の推進 第8章 人権施策の推進体制

法制度の整備、インターネットやSNSの発達、新型コロナウイルス感染症の拡大などにより、複雑化・
多様化する人権問題への対応を盛り込みました。
〇インターネット上での人権侵害行為への対応

〇新型コロナウイルス感染症等病気に関わる人の人権侵害行為への対応

○部落差別解消法やパワハラ防止法等の法整備を踏まえた改訂

鳥取県人権意識調査（令和2年5月）の結果で明らかになった、県民の人権に関する認識や差別実態
による課題を抽出し、施策の基本的方向などに反映させました。
〇新設した「第５章 人権施策の推進に資する調査」に人権意識調査を明記

〇各章の現状と課題に調査結果を反映

第 ４ 次 改 訂 の ポ イ ン ト 等



R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

人
権
施
策
基
本
方
針

（
第
４
次
改
訂
）

フォローアップ
人
権
施
策
基
本
方
針

（
第
５
次
改
訂
）

〇
基
本
方
針
改
訂
・

検
討

〇
意
識
調
査
実
施

〇
施
策
の
改
善
・
充
実

〇
課
題
・
改
善
方
策

の
検
討

〇
状
況
分
析
・
評
価

〇
具
体
的
施
策
の

検
討
・
点
検

毎年度実施





自
他
の
人
権
を
大
切
に
す
る
こ
と
へ
の
正
し
い
理
解







企業内人権啓発推進事業 みなくるによる社内研修講師派遣や労働セミナーの実施

■デジタルと人権

＜デジタルメディアリテラシー向上事業【啓発】 ＞

＜インターネットとの適切な接し方教育啓発推進事業【教育】＞

■ ビジネスと人権


